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（証券コード 1941）
　

平成29年６月６日
　
株 主 各 位
　

広 島 市 中 区 小 網 町 ６ 番 12 号
株式会社 中 電 工
代表取締役会長 神 出 亨

　
　

第101回定時株主総会招集ご通知
　
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。
さて、当社第101回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよ
うご通知申しあげます。
なお、当日ご出席願えない場合は、以下のいずれかの方法によって議決権を行使することがで
きますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、平成29年６月26日（月曜
日）午後５時30分までに議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
　
郵送による議決権行使の場合

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着す
るようご返送ください。
　
電磁的方法（インターネット等）による議決権行使の場合

３～４頁【議決権の行使等についてのご案内】をご覧いただき、上記の行使期限までに議案に
対する賛否をご入力ください。
なお、当社は、株式会社ＩＣＪが運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームに
参加しておりますので、当該プラットフォームにより議決権を行使いただくことができます。

敬 具
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記
　
１ 日 時

平成29年６月27日（火曜日） 午前10時
受付開始は、午前９時を予定しております。開会直前は受付の混雑が予想されますので、お早めにご来場くだ
さい。

　
２ 場 所

当社本店11階大会議室
広島市中区小網町６番12号（平和大通り電気ビル)

　
３ 目的事項

報告事項
１．第101期（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）事業報告、連結計算書類
および計算書類の内容報告の件

２．会計監査人および監査役会の第101期連結計算書類監査結果報告の件
決議事項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役11名選任の件
第３号議案 取締役（社外取締役を除く）の業績連動型報酬の改定の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
◎ 当日は軽装（クールビズ）にて実施させていただきますので、株主様におかれましても軽装でご出席くださいますようお願い申し
あげます。

◎ 当社は、法令および定款の規定に基づき、次に掲げる事項をインターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、本招
集ご通知の添付書類には記載しておりません。
①連結計算書類の連結注記表
②計算書類の個別注記表
なお、本招集ご通知の添付書類の連結計算書類および計算書類は、監査役または会計監査人が監査報告または会計監査報告を作成
するに際して監査をした連結計算書類および計算書類の一部であります。
また、ウェブサイト掲載分につきましては、ご希望される株主様に郵送させていただきますので、当社総務部宛（電話082－291
－7411）にお申し出ください。

◎ 事業報告、連結計算書類、計算書類および株主総会参考書類の記載すべき事項について修正する必要が生じた場合は、修正後の事
項をインターネット上の当社ウェブサイトに掲載いたしますのでご了承ください。

　

当社ウェブサイト▶ http://www.chudenko.co.jp/info/stock/
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詳細は次頁をご参照ください。

議決権の行使等についてのご案内
株主総会にご出席いただける場合

　
同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。
また、議事資料として本冊子をお持ちくださいますようお願い申しあ
げます。

株主総会開催日時 平成29年６月27日（火曜日）
午前10時

株主総会にご出席いただけない場合
　

書面による議決権行使
同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、行使
期限までに、当社株主名簿管理人に到着するようご返送ください。

行使期限 平成29年６月26日（月曜日）
午後５時30分到着分まで

　
インターネットによる議決権行使
同封の議決権行使書用紙に記載の「ログインID」および「仮パスワ
ード」をご利用のうえ、行使期限までに、画面の案内に従って議案に
対する賛否をご入力ください。

行使期限 平成29年６月26日（月曜日）
午後５時30分受付分まで

　

　

議決権電子行使プラットフォームのご利用について
　株式会社ＩＣＪが運営する「機関投資家向け議決権電子行使プラットフォーム」にご参加の株主様は、当
該プラットフォームにより議決権を行使することができます。
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インターネットによる議決権行使の場合の注意点
　

インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、平成29年６月26
日（月曜日）午後５時30分までにご行使ください。なお、当日ご出席の場合は、議決権行使書
の郵送またはインターネットによる議決権行使のお手続きはいずれも不要です。
　
１ 議決権行使サイトについて
　

（1）インターネットによる議決権行使は、パソコン、スマートフォンまたは携帯電話から、当社の指定する議決
権行使サイト（http://www.evote.jp/）にアクセスしていただくことによってのみ実施可能です。（ただ
し、毎日午前２時から午前５時までは取り扱いを休止します。）

（2）パソコン、スマートフォンまたは携帯電話によるインターネットのご利用環境やご加入のサービス、ご使用
の機種によっては、議決権行使サイトがご利用できない場合があります。詳細につきましては、下記ヘルプ
デスクにお問い合わせください。

　

２ インターネットによる議決権行使方法について
　

（1）議決権行使サイト（http://www.evote.jp/）において、議決権行使書用紙に記載された「ログインID」お
よび「仮パスワード」をご利用いただき、画面の案内に従って賛否をご入力ください。

（2）株主様以外の第三者による不正アクセス等を防止するため、ご利用の株主様には、議決権行使サイト上で
「仮パスワード」の変更をお願いすることになりますのでご了承ください。

　

３ 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について
　

パソコン、スマートフォンまたは携帯電話による議決権行使サイトへのアクセスに際して発生するインター
ネット接続料・通信料等は、株主様のご負担となります。

　

４ 複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い
　

（1）郵送とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる議決権行使の内容
を有効とさせていただきます。

（2）インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場合は、最後に行使された内容を有効とさせてい
ただきます。

　

システム等に関する
お問い合わせ

三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部（ヘルプデスク）
0120-173-027（通話料無料）受付時間9:00～21:00
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添付書類 事業報告（自 平成28年４月１日 至 平成29年３月31日）
　
１．当社グループの現況に関する事項
（1）事業の経過およびその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益・雇用・所得環境など総じて改善し、景気
は緩やかな回復基調で推移しました。
建設業界におきましては、公共投資・民間設備投資とも底堅い動きが続き、受注環境はおお
むね堅調に推移しました。
このような状況のもと、当社グループは、中期および年度経営計画に掲げる、①受注の確
保・拡大、②利益の確保・拡大、③活力を生む “人づくり”、④品質の向上への諸施策に取り
組んできた結果、当連結会計年度の業績は以下のとおりとなりました。
売上高につきましては、太陽光発電設備工事が減少したものの、電柱建替等の配電線工事の
増加や連結子会社が２社増加したことなどにより前年度を上回りました。
営業利益につきましては、継続して原価低減に努めましたが、Ｍ＆Ａ関連費用などの販管費
の増加により前年度を下回りました。
経常利益および親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、営業利益の減少および投
資有価証券償還益がなかったことなどにより前年度を下回りました。

　
（当社グループの当連結会計年度の業績） （単位：百万円）
　

区 分 業 績 前年度比増減
売 上 高 147,935 0.1％増
営 業 利 益 9,675 11.9％減
経 常 利 益 11,871 19.8％減
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 9,273 14.8％減
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（当社の当期受注高・売上高・繰越高） （単位：百万円）
　

工事種別 前 期
繰越高

当 期
受注高

当 期
売上高

次 期
繰越高前期比 前期比 構成比 前期比

屋 内 電 気 工 事 47,653 73,995 96.6％ 67,210 93.9％ 50.7％ 54,438 114.2％
空 調 管 工 事 11,444 25,623 125.5 21,883 101.2 16.5 15,184 132.7
情 報 通 信 工 事 1,866 5,786 120.3 5,080 119.1 3.9 2,573 137.8
配 電 線 工 事 454 33,184 103.2 33,172 103.5 25.0 467 102.7
発 送 変 電 工 事 3,131 4,739 82.4 5,165 107.4 3.9 2,705 86.4
合 計 64,551 143,329 102.6 132,512 98.6 100.0 75,368 116.8

　
（2）対処すべき課題

今後の経済見通しにつきましては、引き続き緩やかな回復を続けていくことが期待されます
が、海外経済や金融市場の動向などにより景気が下押しされるリスクがあります。
このような状況のもと、当社グループは、将来にわたり持続的な発展を遂げていくため、

「経営基盤の強化と更なる成長」をテーマとした中期経営計画（2015～2017年度）において
以下の主要施策に取り組み、人材育成・Ｍ＆Ａ等への将来を見据えた投資を積極的に行ってお
ります。

　

① 受注の確保・拡大
・ 中国地域における営業基盤の強化
・ 都市圏の事業拡大
・ 成長戦略による事業拡大

② 利益の確保・拡大 ・ 適正な原価管理の徹底
・ 中電工グループ全体での生産性の向上

③ 活力を生む “人づくり”
・ 中電工グループ全体での人材の確保
・ 次世代リーダーの育成
・ 「より高度な仕事をする」環境の構築

④ 品質の向上 ・ お客様満足度の向上
　
　

今後はこれらの施策に加え、時代の要請でもある働き方改革を推し進めるとともに、成長投
資を着実に推進し、当社グループ一体となって以下の中長期ビジョンの実現を目指してまいり
ます。
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中電工グループ 中長期ビジョン（創立80周年となる2024年度での目指す姿・目標）
【テーマ】
　 変革と成長を遂げる 中電工グループ
【目指すグループ像】
　 従業員一人ひとりが働きがいを持って活躍するグループ
　 中国地域だけでなく都市圏・海外でも存在感を発揮できるグループ
【数値目標】
　 2024年度 連結売上高2,000億円以上、連結営業利益130億円（6.5%）以上

株主の皆様におかれましては、今後とも当社グループの事業に格別のご理解とご支援を賜り
ますよう、お願い申しあげます。

　
（3）設備投資等の状況

当連結会計年度に当社グループで実施しました設備投資の総額は32億６千４百万円であり、
事業場の整備・拡充、工具、事務機器等の更新を中心に行っております。

　
（4）財産および損益の状況の推移
　① 当社グループの財産および損益の状況の推移 （単位：百万円）
　

区 分 平成25年度
第98期

平成26年度
第99期

平成27年度
第100期

平成28年度
第101期

（当連結会計年度）
売 上 高 136,396 145,547 147,752 147,935
営 業 利 益 7,231 9,430 10,977 9,675
経 常 利 益 17,861 16,130 14,804 11,871
親会社株主に帰属する当期純利益 13,502 10,492 10,889 9,273
（１株当たり当期純利益） （229.81円） （178.29円） （185.97円） （160.20円）
総 資 産 248,314 261,858 260,073 263,618
純 資 産 202,804 216,047 215,058 217,013

　

（注）1. １株当たり当期純利益は自己株式数控除後の期中平均発行済株式総数に基づいて算出しております。なお、自己株式数には、
「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」導入において設定した「中電工従業員株式投資会専用信託口」が所
有する当社株式の数を加算しております。
2. 第99期より工事原価の計上方法を変更しているため、第98期の財産および損益の状況について遡及処理後の数値を記載し
ております。
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　② 当社の財産および損益の状況の推移 （単位：百万円）
　

区 分 平成25年度
第98期

平成26年度
第99期

平成27年度
第100期

平成28年度
第101期(当期)

受 注 高 133,232 139,727 139,697 143,329
売 上 高 124,618 133,944 134,345 132,512
営 業 利 益 6,404 8,213 9,852 8,931
経 常 利 益 17,055 14,919 13,727 11,079
当 期 純 利 益 13,180 10,054 10,463 9,005
（１株当たり当期純利益） （224.33円） （170.84円） （178.70円） （155.57円）
総 資 産 239,203 252,419 250,576 252,482
純 資 産 199,070 209,462 209,417 210,123

　

（注）1. １株当たり当期純利益は自己株式数控除後の期中平均発行済株式総数に基づいて算出しております。なお、自己株式数には、
「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」導入において設定した「中電工従業員株式投資会専用信託口」が所
有する当社株式の数を加算しております。
2. 第99期より工事原価の計上方法を変更しているため、第98期の財産および損益の状況について遡及処理後の数値を記載し
ております。

　
（5）親会社および子会社の状況（平成29年３月31日現在）
① 親会社の状況
　当社には親会社はありません。
② 重要な子会社の状況

　

会社名 資本金 当社の議決権比率(％) 主要な事業内容
三 親 電 材 株 式 会 社 72百万円 50.03 電気機器・工事材料の販売
中 工 開 発 株 式 会 社 20百万円 100.00 保険代理・リース
株式会社イーペック広島 20百万円 100.00 電気・空調管工事等の設計・積算
株式会社中電工テクノ 20百万円 100.00 配電線工事の施工
株式会社広島エレテック 20百万円 100.00

（3.64） 電気工事等の設計・施工
株式会社岡山エレテック 20百万円 100.00 電気工事等の設計・施工
株式会社山口エレテック 20百万円 100.00 電気工事等の設計・施工
株式会社島根エレテック 20百万円 100.00 電気工事等の設計・施工
株式会社鳥取エレテック 20百万円 100.00 電気工事等の設計・施工
杉山管工設備株式会社 56百万円 100.00 空調管工事等の設計・施工
早水電機工業株式会社 30百万円 100.00 電気工事等の設計・施工
CHUDENKO(Malaysia)
Sdn.Bhd. 6百万マレーシアリンギット 100.00 電気工事等の設計・施工

　

（注）1. 杉山管工設備株式会社は、平成28年８月31日付で当社が全株式を取得したことにより子会社となりました。
2. 早水電機工業株式会社は、平成28年９月16日付で当社が全株式を取得したことにより子会社となりました。
3. 上記12社は、いずれも連結子会社であります。
4. 当社の議決権比率の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。
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③ その他の重要な企業結合の状況
中国電力株式会社は、当社の議決権を39.29％（うち間接所有0.22％）所有しており、当
社は同社の持分法適用の関連会社であります。

（6）主要な事業内容（平成29年３月31日現在）
当社グループは、設備工事業を主な事業内容としております。
主な事業会社である当社は、建設業法により、特定建設業者として国土交通大臣許可を受
け、屋内電気工事、空調管工事、情報通信工事、配電線工事、発送変電工事を設計施工してお
ります。

　
（7）主要な事業場（平成29年３月31日現在）
① 当社の主要な事業場

　

名 称 所在地 名 称 所在地
本 店 広 島 県 鳥 取 統 括 支 社 鳥 取 県
広 島 統 括 支 社 広 島 県 東 京 本 部 東 京 都
岡 山 統 括 支 社 岡 山 県 大 阪 本 部 大 阪 府
山 口 統 括 支 社 山 口 県 九 州 支 社 福 岡 県
島 根 統 括 支 社 島 根 県 電 力 建 設 所 広 島 県

　

（注）上記以外に104か所の事業場があります。
　

② 重要な子会社の事業場
　

会社名 本店所在地 営業所
三 親 電 材 株 式 会 社 広 島 県 広島営業所 ほか19か所
中 工 開 発 株 式 会 社 広 島 県 岡山営業所 ほか3か所
株式会社イーペック広島 広 島 県 ―
株式会社中電工テクノ 広 島 県 広島営業所 ほか８か所
株式会社広島エレテック 広 島 県 福 山 支 店
株式会社岡山エレテック 岡 山 県 倉敷営業所 ほか１か所
株式会社山口エレテック 山 口 県 山口営業所 ほか１か所
株式会社島根エレテック 島 根 県 ―
株式会社鳥取エレテック 鳥 取 県 米子営業所
杉山管工設備株式会社 神 奈 川 県 平 塚 支 店
早水電機工業株式会社 兵 庫 県 ―
CHUDENKO(Malaysia)
Sdn.Bhd. マレーシア ―
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（8）従業員の状況（平成29年３月31日現在）
① 当社グループの従業員の状況

　

従業員数 前年度末比増減
4,167名 62名増

（注）従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含む）であり
ます。

　

② 当社の従業員の状況
　

従業員数 前年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数
3,455名 ±０名 40.4歳 19.6年

　

（注）1. 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であります。
2. 平均年齢、平均勤続年数は、表示単位未満を四捨五入により表示しております。

　
２．会社の株式に関する事項（平成29年３月31日現在）
（1）発行可能株式の総数 260,000,000株
（2）発行済株式の総数 56,113,407株（自己株式2,024,710株を除く）
（3）株 主 数 5,424名
（4）大 株 主
　

株主名 持株数(株) 持株比率(％)
中国電力株式会社 21,892,259 39.01
いちごトラスト・ピーティーイー・リミテッド 1,840,500 3.28
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（三井住友信託銀行再
信託分・株式会社もみじ銀行退職給付信託口) 1,673,900 2.98

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,591,700 2.84
株式会社中国銀行 1,398,619 2.49
株式会社山陰合同銀行 1,256,481 2.24
明治安田生命保険相互会社 1,129,465 2.01
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,097,200 1.96
株式会社広島銀行 1,036,180 1.85
株式会社山口銀行 1,000,279 1.78

　

（注）1. 当社は、自己株式を2,024,710株保有しておりますが、上記大株主から除いております。また、持株比率は、自己株式を控
除して計算しております。
2. 自己株式には、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」導入において設定した「中電工従業員株式投資会
専用信託口」が所有する当社株式235,500株を含んでおりません。
3. 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（三井住友信託銀行再信託分・株式会社もみじ銀行退職給付信託口）の持株数
は、株式会社もみじ銀行の信託財産であります。
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（5）その他株式に関する事項
① 当社は、平成28年11月29日開催の取締役会において、会社法第１６５条第３項の規定に
より読み替えて適用される同法第１５６条第１項および当社定款の規定に基づく自己株式の
取得およびその具体的な取得方法として、自己株式の公開買付けを行うことを決議し、平成
29年１月24日に250万株（発行済株式総数に対する割合は3.84％）の自己株式を総額49億
5千5百万円で取得しております。
② 当社は、当社従業員に対し、中長期的な企業価値向上へのインセンティブ付与、福利厚生
の拡充および株主としての資本参加による従業員の勤労意欲高揚を通じた当社の恒常的な発
展を促すことを目的として、「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」（以
下、「本プラン」といいます。）を平成29年２月から導入しております。
本プランでは、当社が信託銀行に「中電工従業員株式投資会専用信託口」（以下、「本信
託」といいます。）を設定し、本信託は、設定後３年間にわたり中電工従業員株式投資会が
取得すると見込まれる規模の当社株式を、借入金を原資として当社からの第三者割当によっ
て予め取得します。その後は、本信託から中電工従業員株式投資会に対して継続的に当社株
式の売却が行われるとともに、信託終了時点で本信託内に株式売却益相当額が累積した場合
には、当該株式売却益相当額が残余財産として受益者適格要件を満たす者に分配されます。
当社は、本信託が当社株式を取得するための借入に対し保証をしているため、当社株価の下
落により本信託内に株式売却損相当額が累積し、信託終了時点において本信託内に当該株式
売却損相当の借入金残債がある場合は、保証契約に基づき、当社が当該残債を弁済すること
になります。
なお、平成25年12月導入の「信託型従業員持株インセンティブ・プラン（E-Ship®）」は
平成28年12月に終了しております。
③ 当社は、平成29年２月27日開催の取締役会において、会社法第１７８条の規定に基づき、
自己株式の消却を決議し、平成29年３月24日付で700万株（消却前の発行済株式総数に対
する割合は10.75％）の自己株式を消却しております。
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３．会社の新株予約権等に関する事項
（1）当社役員が有している当社の新株予約権等
　

新株予約権等の内容の概要
平成29年３月31日現在

保有状況および
新株予約権の数

新株予約権の
目的となる株式の
種類および数

①名称
　株式会社中電工第１回（平成24年度）新株予約権
　（発行決議日 平成24年６月27日）
②新株予約権の割当ての対象者およびその人数
　当社取締役（社外取締役を除く） 11名
③目的となる株式の種類および数
　当社普通株式 74,100株
④新株予約権の払込金額
　１個当たり64,900円
⑤新株予約権の権利行使価額
　１株当たり１円
⑥新株予約権の行使期間
　平成24年８月２日～平成54年８月１日
⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社の役員および役付執行役員のいずれの地位を
も喪失した日の翌日から10日以内に限り、新株予約権を行使するこ
とができる。

当社取締役
（社外取締役を除く）

５名 332個
当社普通株式
33,200株

当社社外取締役 ―

当社監査役
１名 51個

当社普通株式
5,100株

①名称
　株式会社中電工第２回（平成25年度）新株予約権
　（発行決議日 平成25年６月26日）
②新株予約権の割当ての対象者およびその人数
　当社取締役（社外取締役を除く） 11名
③目的となる株式の種類および数
　当社普通株式 61,800株
④新株予約権の払込金額
　１個当たり104,800円
⑤新株予約権の権利行使価額
　１株当たり１円
⑥新株予約権の行使期間
　平成25年７月30日～平成55年７月29日
⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社の役員および役付執行役員のいずれの地位を
も喪失した日の翌日から10日以内に限り、新株予約権を行使するこ
とができる。

当社取締役
（社外取締役を除く）

５名 274個
当社普通株式
27,400株

当社社外取締役 ―

当社監査役
１名 42個

当社普通株式
4,200株
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新株予約権等の内容の概要
平成29年３月31日現在

保有状況および
新株予約権の数

新株予約権の
目的となる株式の
種類および数

①名称
　株式会社中電工第３回（平成26年度）新株予約権
　（発行決議日 平成26年６月26日）
②新株予約権の割当ての対象者およびその人数
　当社取締役（社外取締役を除く） 12名
③目的となる株式の種類および数
　当社普通株式 40,200株
④新株予約権の払込金額
　１個当たり149,200円
⑤新株予約権の権利行使価額
　１株当たり１円
⑥新株予約権の行使期間
　平成26年７月31日～平成56年７月30日
⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社の役員および役付執行役員のいずれの地位を
も喪失した日の翌日から10日以内に限り、新株予約権を行使するこ
とができる。

当社取締役
（社外取締役を除く）

９名 308個
当社普通株式
30,800株

当社社外取締役 ―

当社監査役
１名 28個

当社普通株式
2,800株

①名称
　株式会社中電工第４回（平成27年度）新株予約権
　（発行決議日 平成27年６月25日）
②新株予約権の割当ての対象者およびその人数
　当社取締役（社外取締役を除く） 12名
③目的となる株式の種類および数
　当社普通株式 26,300株
④新株予約権の払込金額
　１個当たり226,400円
⑤新株予約権の権利行使価額
　１株当たり１円
⑥新株予約権の行使期間
　平成27年７月31日～平成57年７月30日
⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社の役員および役付執行役員のいずれの地位を
も喪失した日の翌日から10日以内に限り、新株予約権を行使するこ
とができる。

当社取締役
（社外取締役を除く）
１０名 218個

当社普通株式
21,800株

当社社外取締役 ―

当社監査役
１名 18個

当社普通株式
1,800株
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新株予約権等の内容の概要
平成29年３月31日現在

保有状況および
新株予約権の数

新株予約権の
目的となる株式の
種類および数

①名称
　株式会社中電工第５回（平成28年度）新株予約権
　（発行決議日 平成28年６月28日）
②新株予約権の割当ての対象者およびその人数
　当社取締役（社外取締役を除く） 10名
③目的となる株式の種類および数
　当社普通株式 30,200株
④新株予約権の払込金額
　１個当たり198,500円
⑤新株予約権の権利行使価額
　１株当たり１円
⑥新株予約権の行使期間
　平成28年７月29日～平成58年７月28日
⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社の役員および役付執行役員のいずれの地位を
も喪失した日の翌日から10日以内に限り、新株予約権を行使するこ
とができる。

当社取締役
（社外取締役を除く）
１０名 302個

当社普通株式
30,200株

当社社外取締役 ―

当社監査役 ―

（2）当期中に使用人等に交付した当社の新株予約権等

新株予約権等の内容の概要 交付状況および
新株予約権の数

新株予約権の
目的となる株式の
種類および数

①名称
　株式会社中電工第５回（平成28年度）新株予約権
　（発行決議日 平成28年６月28日）
②新株予約権の割当ての対象者およびその人数
　当社役付執行役員（取締役兼務者を除く） 2名
③目的となる株式の種類および数
　当社普通株式 4,000株
④新株予約権の払込金額
　１個当たり198,500円
⑤新株予約権の権利行使価額
　１株当たり１円
⑥新株予約権の行使期間
　平成28年７月29日～平成58年７月28日
⑦新株予約権の行使の条件
新株予約権者は、当社の役員および役付執行役員のいずれの地位を
も喪失した日の翌日から10日以内に限り、新株予約権を行使するこ
とができる。

当社役付執行役員
（取締役兼務者を除く）

２名 40個
当社普通株式
4,000株
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４．会社役員に関する事項
（1）取締役および監査役の氏名等

（平成29年３月31日現在）
　

氏 名 地 位 担 当 重要な兼職の状況

神 出 亨 代表取締役会長 株式会社広島ホームテレビ取締役
公益財団法人広島県体育協会会長

小 畑 博 文 代表取締役社長 一般社団法人広島電業協会会長

畝 由紀男 代 表 取 締 役
副社長執行役員

業 務 全 般
考 査 部 担 当
兼安全衛生品質環境部担当
兼 資 材 部 担 当
兼 東 京 本 部 管 掌

株式会社サンフレッチェ広島取締役

金 山 隆　幸 取 締 役
専務執行役員 技 術 本 部 長 CHUDENKO(Malaysia)Sdn.Bhd.取締役

法 宗 亨 昭 取 締 役
専務執行役員 電 力 本 部 長 株式会社岡山エレテック監査役

國 木 恒 久 取 締 役
専務執行役員 企 画 本 部 長 株式会社広島エレテック監査役

株式会社山口エレテック監査役
伊 藤 聖 彦 取 締 役

常務執行役員 営 業 本 部 長 株式会社イーペック広島監査役

堤 孝 信 取 締 役
常務執行役員

技 術 本 部 副 本 部 長
兼技術本部電気技術部長 株式会社中電工テクノ監査役

緒 方 秀 文 取 締 役
常務執行役員 業 務 本 部 長

株式会社島根エレテック監査役
株式会社鳥取エレテック監査役
早水電機工業株式会社監査役
株式会社中電工ワールドファーム取締役

熊 崎 村 夫 取 締 役
常務執行役員 広 島 統 括 支 社 長

榎 田 好 一 取 締 役
（社外取締役） 学 校 法 人 鶴 学 園 監 事

見 立 和 幸 取 締 役
（社外取締役）

四方田 茂 常 任 監 査 役 常 勤 中 工 開 発 株 式 会 社 監 査 役

廣　田 充 監 査 役 常 勤
株式会社ホテルグランヴィア広島監査役
三 親 電 材 株 式 会 社 監 査 役
杉山管工設備株式会社監査役

椎 木 タ カ 監 査 役
(社外監査役) 弁 護 士

川 平 伴 勅 監 査 役
(社外監査役)

公益財団法人ひろしま美術館常務理事兼副館長
株式会社あじかん社外取締役

松 村 秀 雄 監 査 役
（社外監査役）

中国電力株式会社取締役常務執行役員
株式会社エネルギア・ビジネスサービス代表取締役社長
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（注）1. 社外役員の重要な兼職先である法人等と当社との関係
　① 榎田好一氏は、学校法人鶴学園の監事を兼職しております。

当社と学校法人鶴学園との間に設備工事等の取引関係がありますが、その取引額は少額であります。
　② 椎木タカ氏は、弁護士を兼職しておりますが、当社との間に特別の利害関係はありません。
　③ 川平伴勅氏は、公益財団法人ひろしま美術館の常務理事兼副館長および株式会社あじかんの社外取締役を兼職しておりま
す。
当社と公益財団法人ひろしま美術館との間に設備工事等の取引関係がありますが、その取引額は少額であります。
また、当社と株式会社あじかんとの間に特別の利害関係はありません。

　④ 松村秀雄氏は、中国電力株式会社の取締役常務執行役員および株式会社エネルギア・ビジネスサービスの代表取締役社長
を兼務しております。
当社は中国電力株式会社の関連会社であり、配電線、発送変電工事等の取引関係があります。
また、当社と株式会社エネルギア・ビジネスサービスとの間に設備工事等の取引関係がありますが、その取引額は少額で

あります。
2. 四方田茂氏は、当社の経理部長を経験しており、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。
また、川平伴勅氏は、金融機関における長年の経験があり、財務および会計に関する相当程度の知見を有しております。

3. 榎田好一氏、見立和幸氏、椎木タカ氏および川平伴勅氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員であります。
4. 役付執行役員（取締役兼務者を除く）

（平成29年３月31日現在）
氏 名 地 位 担 当

延 原 政 行 常務執行役員 岡山統括支社長
上 野 清 文 常務執行役員 東京本部長

5. 執行役員
（平成29年３月31日現在）

氏 名 地 位 担 当
加 藤 勝 文 執行役員 広島中部支社長
勝 部 治 政 執行役員 島根統括支社長
籔 内 未 男 執行役員 鳥取統括支社長
増 重 恭 一 執行役員 営業本部副本部長 兼 営業本部設計部長
岡 﨑 啓 二 執行役員 営業本部海外事業部長
林 睦 博 執行役員 資材部長
西 川 幸三郎 執行役員 大阪本部長
川 谷 伸 哉 執行役員 技術本部情報通信技術部長
岡 﨑 誠 次 執行役員 山口統括支社長
井ノ口 啓 二 執行役員 業務本部副本部長 兼 業務本部人事労務部長
畝 本 和 夫 執行役員 企画本部副本部長 兼 企画本部情報システム部長
二反田 正 克 執行役員 電力本部副本部長 兼 電力本部配電安全品質部長
松 永 弘 執行役員 企画本部経理部長
永 島 正 敏 執行役員 電力本部配電部長
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（2）責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役および各監査役は、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締
結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、報酬等の額の事業年度ごとの合計額のうち
最も高い額に２を乗じた額であります。

　
（3）当期に係る取締役および監査役の報酬等の総額
　

役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）
対象となる
役員の員数
（名）

確定金額
報酬

業績連動型
報酬

株式報酬型
ストック
オプション

取 締 役
（うち社外取締役）

452
（10）

239
（10）

153
（－）

59
（－）

14
（2）

監 査 役
（うち社外監査役）

67
（16）

67
（16）

－
（－）

－
（－）

7
（4）

　

（注）1. 上記のほか、使用人兼務取締役の使用人給与相当額の支給総額26百万円があります。
なお、役付執行役員制度の導入に伴い、平成28年７月以降は、従来使用人給与として支給しておりました額を確定金額報酬
に含めて支給しております。したがいまして、当該使用人給与相当額の支給総額は平成28年４月から６月までの合計額であり
ます。
2. 業績連動型報酬は、本定時株主総会の第３号議案「取締役（社外取締役を除く）の業績連動型報酬の改定の件」が原案どお
り承認可決されることを条件として支払う予定の額であります。
3. 取締役の報酬は、確定金額報酬、業績連動型報酬および株式報酬型ストックオプションとしており、監査役の報酬は、確定
金額報酬のみとしております。
　 なお、社外取締役は、確定金額報酬のみとしております。
① 取締役の確定金額報酬
取締役の確定金額報酬は、年額300百万円以内（うち、社外取締役分は年額13百万円以内）としております。

② 取締役の業績連動型報酬
取締役（社外取締役を除く）の業績連動型報酬は、以下の報酬額表のとおりとなります。
ただし、本定時株主総会の第３号議案「取締役（社外取締役を除く）の業績連動型報酬の改定の件」が原案どおり承認可
決されることが条件となります。
（報酬額表）

　

連結営業利益水準 報酬額
120億円以上 230百万円以内
80億円以上 ～ 120億円未満 190百万円以内
60億円以上 ～ 80億円未満 155百万円以内
40億円以上 ～ 60億円未満 125百万円以内
20億円以上 ～ 40億円未満 80百万円以内
10億円以上 ～ 20億円未満 40百万円以内

10億円未満 0
　

③ 取締役の株式報酬型ストックオプション
取締役（社外取締役を除く）の株式報酬型ストックオプションは、報酬として年額80百万円以内の範囲で、ストックオプ
ションとして新株予約権を割り当てることとしております。
④ 監査役の確定金額報酬
監査役の確定金額報酬は、年額73百万円以内としております。
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（4）社外役員に関する事項
　社外役員の主な活動状況

　

役員区分 氏 名 主な活動状況

取 締 役 榎 田 好 一
当期中に開催した取締役会12回すべてに出席したほか、その他重要
な会議等に出席し、同氏の豊富な経験と幅広い知識を活かし、当社
経営に関して客観的な視点から発言を行っております。

取 締 役 見 立 和 幸
取締役就任後に開催した取締役会10回すべてに出席したほか、その
他重要な会議等に出席し、同氏の豊富な経験と高い見識をもとに、
当社経営に関して客観的な視点から発言を行っております。

監 査 役 椎 木 タ カ
当期中に開催した取締役会12回のうち11回に、また、当期中に開
催した監査役会13回すべてに出席したほか、その他重要な会議等に
出席し、弁護士としての豊富な経験等により発言を行っておりま
す。

監 査 役 川 平 伴 勅
当期中に開催した取締役会12回すべてに、また、当期中に開催した
監査役会13回すべてに出席したほか、その他重要な会議等に出席
し、企業経営者としての豊富な経験と金融に関する専門的な視点か
ら発言を行っております。

監 査 役 松 村 秀 雄
監査役就任後に開催した取締役会10回のうち9回に、また、監査役
就任後に開催した監査役会10回のうち9回に出席したほか、その他
重要な会議等に出席し、主に電力業界要職としての専門的見地から
発言を行っております。

　

５．会計監査人の状況
（1）会計監査人の名称
　有限責任監査法人トーマツ

　
（2）責任限定契約の内容の概要

当社と会計監査人有限責任監査法人トーマツは、会社法第４２３条第１項の賠償責任を限定
する契約を締結しており、当該契約に基づく賠償責任限度額は、報酬等の額の事業年度ごとの
合計額のうち最も高い額に２を乗じた額であります。

　
（3）当期に係る会計監査人の報酬等の額
　

区 分 報酬等の額
①当期に係る会計監査人の報酬等の額 ４１百万円
②上記①のほか、当社および子会社が会計監査人に支払うべき、金銭その他の財産
上の利益の額 －

合 計 ４１百万円
　

（注） 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を区分し
ておらず、実質的にも区分できませんので、①の額にはこれらの合計額を記載しております。
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（4）会計監査人の報酬等に監査役会が同意した理由
監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏ま
え、会計監査人の監査計画、監査の実施状況および報酬見積りの算出根拠などを確認し、検討
した結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第３９９条第１項の同意を行っております。

　

（5）非監査業務の内容
　該当事項はありません。

　
（6）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会社法第３４０条に定める解任の他、会計監査人が、会社法・公認会計士法等
の法令に違反・抵触した場合および公序良俗に反する行為があったと判断した場合には、その
事実に基づき会計監査人の解任または不再任の検討を行い、解任または不再任が妥当と判断し
たときは、会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定し、取締役会に株主総会
の目的とすることを求めます。

　

６．業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況
　

当社は、役付執行役員制度の導入等に伴い、平成28年６月28日開催の取締役会において、
業務の適正を確保するための体制整備に関する基本方針を一部改正しております。
基本方針は以下のとおりとなっております。

（1）業務の適正を確保するための体制整備に関する基本方針
当社は、遵守すべき精神的なよりどころとして「眞心」を社是と定め、総合設備エンジニア
リング企業として、お客様のために高度な価値を付加した生活・事業環境を創出することによ
り、社会の発展に貢献することを企業使命とする企業理念を定め、会社の進むべき方向を具体
的に示している。この基本方針に従って必要な組織・制度を継続的に整備するとともに、社長
を委員長とする内部統制委員会を設置し、中電工グループ一体となって適正な事業活動を推進
する。

　
① 当社の取締役および役付執行役員・執行役員ならびに使用人の職務の執行が法令および定
款に適合することを確保するための体制
1) 取締役会を原則毎月１回開催し、経営の方針・計画や重要な業務執行の決定を行うとと
もに、取締役の職務の執行が適法・適正でかつ効率的に行われているか監督する。また、
役付執行役員・執行役員に対して、必要に応じて業務執行の状況について、取締役会への
報告を求める。
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2)　会長および社長ならびに役付執行役員と、監査役が出席する経営政策会議を原則毎月１
回以上開催し、取締役会に付議する事項を含め経営に関する重要事項を協議する。
3) 役付執行役員・執行役員制度を採用して、執行権限を委譲することにより業務執行機能
の強化と意思決定の迅速化を図り、業務執行責任を明確化するとともに、取締役会の意思
決定・監督機能の強化および業務執行の効率化を図る。
4)　取締役および役付執行役員・執行役員ならびに使用人が法令、定款、企業理念に定めた
行動指針、コンプライアンス方針および「企業倫理規程」等の諸規程を遵守するよう、コ
ンプライアンス担当部門は、法令遵守等の教育を徹底し、推進する。
また、コンプライアンスに関する重要事項を審議するため、社長を委員長とする「企業
倫理委員会」を設置する。また、公益通報者保護法に則り、「企業倫理ヘルプライン」を
設置し、相談者保護を含めた的確な対応を行う。
5) 財務報告の信頼性確保を目的として、財務報告に係る内部統制システム（情報技術統制
を含む）を整備・運用する。
6) 反社会的勢力による不当要求等へ対応する組織を設置し、反社会的勢力に対しては毅然
とした態度で臨み、断固として排除する。
7) 内部監査部門は、会社の業務執行状況を監査し、指導・指摘した事項を社長に報告す
る。

　
② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る文書（電子文書含む）等については、「文書規程」等において、
法令に定めがあるものについては少なくともその期間、法令に定めがないものについても合
理的な保存期間を定め、また、「情報管理規程」において、情報の改ざん・漏洩等を防止す
るとともに、情報が必要なときに正しく利用できるよう、適切に保存・管理を行う。

　
③ 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
1) 「リスク管理規程」を定め、各部門において各種リスクの洗い出し、評価、対応策の検
討を行い、経営計画に反映して継続的にリスク管理を実践する。
2) 「危機管理規程」を定め、危機の発生によって引き起こされる影響を最小限にとどめる
ために、必要な防災体制ならびに緊急体制を確立し、当社事業活動を円滑かつ適切に遂行
する。
3) 非常事態その他重大な経営リスクが生じるおそれがある場合または生じた場合には、緊
急体制を構築し対策本部を設置して、情報を一元的に収集・管理し、迅速かつ的確に対策
を検討・実施するとともに、適時・的確に情報公開を行う。
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④ 当社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
1) 経営計画において、経営方針・目標を明確に定め、マネジメントサイクルを展開するこ
とにより、効率的な事業運営を推進する。
2) 組織・業務分掌・職務権限・諸制度・情報システム等を必要により見直し、効率的な業
務執行が行われる体制を構築する。
3) 内部監査部門は、業務の効率化が推進されているかを調査し、指導・指摘した事項を社
長に報告する。

　
⑤ 企業集団における業務の適正を確保するための体制
1) グループ企業の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することなら
びに効率的に行われることを確保するための体制
ａ．グループ企業統括部門は、グループ企業の適法かつ適正な事業活動の推進、ならびに
コンプライアンス体制の整備について、適切に指導・支援を行う。

ｂ．当社が設置する企業倫理ヘルプラインは、グループ企業からの相談・通報に的確な対
応を行う。

ｃ．当社の内部監査部門は、グループ企業における業務の適正を確保する観点から、監査
を実施し、指導・指摘した事項を社長に報告する。

ｄ．当社の監査役は、必要により、グループ企業の調査を行うとともに、グループ企業の
監査役から監査に関する報告を求め、企業グループの業務の適正確保に努める。

2) グループ企業の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
グループ企業におけるリスク管理を推進する体制整備については、当社の関係部門が連
携して適切に指導・支援を行う。
3) グループ企業の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制
ａ．グループ企業における重要な業務執行の決定に際して、必要により当社への協議を求
める。

ｂ．グループ企業において、コンプライアンスまたはリスク管理の観点からグループ経営
に重大な影響を及ぼす事実が発生した場合、または発生が見込まれる場合には、当社へ
の報告を求める。

　
⑥ 当社の監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項ならびに当該使用人の取締役からの
独立性および監査役から当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
1) 取締役の指揮命令外の組織として、監査役の職務を補助する専任部門を設置し、必要な
使用人を配置する。
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2) 当該使用人の取締役からの独立性を確保するため、取締役の職務の執行に係る業務の兼
務をさせず、人事異動等については、監査役と事前協議を行う。
　また、監査役からの当該使用人に対する指示の実効性を確保するため、監査役の指揮命
令に従わせる。

　
⑦ 当社の監査役への報告に関する体制
1) 当社の取締役および役付執行役員・執行役員ならびに使用人が当社の監査役に報告をす
るための体制
ａ．取締役会をはじめ、経営政策会議等の重要会議には監査役の出席を求めるほか、取締
役および役付執行役員・執行役員ならびに使用人は監査役へ定期的に職務執行状況の報
告を行う。

ｂ．取締役および役付執行役員・執行役員ならびに使用人は、法令および監査役会が定めた
「監査役会規程」等に基づき、監査役および監査役会に対して必要な事項を報告する。

2) グループ企業の取締役、監査役および使用人またはこれらの者から報告を受けた者が当
社の監査役に報告をするための体制
グループ企業の取締役の職務の執行に関する報告やグループ企業に係る上記1) ｂ．
の報告を受けた当社の取締役および役付執行役員・執行役員ならびに使用人は、遅滞な
く当社の監査役に報告を行う。

3) 当社の監査役に報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するた
めの体制
当社の監査役に報告をした者に対して、その報告を行ったことを理由とする不利な取
扱いは行わないこととし、そのための体制を整備する。

　
⑧ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
当社は、監査役が職務の執行のために請求した費用等については、それが当該監査役の職
務に必要がないことを証明した場合を除き、速やかに処理を行う。

　
⑨ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
1) 代表取締役は、監査役と意見交換を行うために定期的に会合し、経営全般について認識
を深める。
2) 取締役および役付執行役員・執行役員ならびに使用人は、監査役から職務執行状況の聴
取および重要な決裁書類の閲覧等を求められた場合は、速やかにこれに応じる。また、内
部監査部門は、監査役に内部監査の結果を適宜情報提供するなど、監査の実効性を高めら
れるように協力する。
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（2）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
●　当社は、最良のコーポレートガバナンスを追求し、その充実に継続的に取り組むこととし
ております。
　その一環として、役員候補者決定については、事前に独立役員への十分な説明を行い、助
言を得たうえで取締役会に上程することとし、役員報酬については、報酬諮問委員会を設置
し、決定プロセスをより客観的で透明性の高いものとしております。また、取締役会規程の
見直しを行い、報告事項を充実させるとともに、社外取締役を２名に増員のうえ、取締役会
を経営の監視・監督に重点を置いた体制とし、独立性・客観性と説明責任を強化しておりま
す。
　併せて、新たに役付執行役員制度を導入し、業務執行機能の強化と意思決定の迅速化を図
り、業務執行責任を明確化しております。

●　中期経営計画を策定し、総合設備エンジニアリング企業として、更なる成長を目指して事
業の拡大と将来を見据えた施策を展開するにあたり、社外取締役２名および社外監査役３名
をメンバーに含む取締役会を１２回開催し、経営の基本方針等の決定を行うとともに業務執
行状況等の報告を受け、取締役の職務執行を監督しております。
　また、企業倫理委員会を５回開催し、企業倫理推進に関する施策や企業倫理ヘルプライン
への対応に関する社外有識者３名を含む各委員からの積極的な提言・意見等をもとに、継続
的に企業倫理の推進に取り組んでおります。
　なお、コーポレートガバナンス・コードへは適切に対応のうえ、実施事項等を開示してお
ります。

　
●　事業活動を行ううえで潜在するリスクを的確に把握し、組織的かつ適切な予防策を講じる
とともに、その対応状況を経営政策会議および取締役会に付議しております。
　また、危機の発生によって引き起こされる影響を最小限にとどめるために、防災体制・緊
急体制の運営状況等を監督する危機管理責任者（総務部長）を設置するなど、危機管理の体
制を整備するとともに、事業継続計画に基づく従業員の安否確認訓練等に取り組んでおりま
す。

宝印刷株式会社 2017年05月22日 11時21分 $FOLDER; 24ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



告
報
業
事

類
書
算
計
結
連

類
書
算
計

書
告
報
査
監

類
書
考
参
会
総
主
株

知
通
ご
集
招

24

●　中電工グループ経営要綱において、グループ経営の基本的な考え方およびグループ企業の
管理・支援等についての基本的な仕組みを定めており、重要事項に関する協議・報告ならび
に中電工グループ社長会議等を通じて、グループ企業の事業活動に対する管理・支援等を行
っております。
　また、必要により当社およびグループ企業を対象とした会議体を設置し、企業倫理の推進
やリスク管理についても管理・支援等を行っております。
　各グループ企業においては、業務管理の仕組みや業務運営等の改善に継続的に取り組んで
おり、当社はこうした取り組みに適宜支援等を行っております。

　
●　当社の内部監査部門である考査部は、考査計画に基づき、監査役および会計監査人と連携
を図りながら、当社およびグループ企業の内部監査を実施しております。

　
●　当社の監査役への報告については、監査役に対して、経営政策会議・企業倫理委員会等の
重要会議への出席を求めるとともに、定期的に監査役へ職務執行報告を行っております。
　また、監査役と協議のうえ報告事項を申し合わせて、当社およびグループ企業の経営に影
響を及ぼす事項等について、速やかに監査役へ報告を行っております。
　監査役の監査が実効的に行われることを目的として、代表取締役と社外監査役を含む監査
役をメンバーとする意見交換会を開催し、ガバナンス体制のあり方等に対する意見交換を実
施しております。

　
（注）本事業報告は、次により記載しております。

1. 記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
2. 比率は、表示単位未満を四捨五入により表示しております。
3. E-Ship®は野村證券株式会社の登録商標です。
E-Ship®（Employee Shareholding Incentive Plan の略称）は、米国で普及している従業員持株制度ESOP（Employee
Stock Ownership Plan）を参考に、野村證券株式会社および野村信託銀行株式会社が従業員持株会の仕組みを応用して開発し
た従業員向けインセンティブ・プランです。

宝印刷株式会社 2017年05月22日 11時21分 $FOLDER; 25ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



25

連 結 貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

単位：百万円（未満切捨）
資産の部 負債の部

流 動 資 産 127,992 流 動 負 債 38,315
現 金 預 金 18,661 支払手形・工事未払金等 26,884
受取手形・完成工事未収入金等 45,847 短 期 借 入 金 17
有 価 証 券 50,937 リ ー ス 債 務 209
未 成 工 事 支 出 金 7,040 未 払 法 人 税 等 2,899
材 料 貯 蔵 品 623 未 成 工 事 受 入 金 3,793
商 品 886 完 成 工 事 補 償 引 当 金 39
繰 延 税 金 資 産 1,679 工 事 損 失 引 当 金 244
そ の 他 2,380 役 員 賞 与 引 当 金 56
貸 倒 引 当 金 △65 そ の 他 4,170

固 定 資 産 135,626 固 定 負 債 8,290
有 形 固 定 資 産 31,509 長 期 借 入 金 680
建 物 ・ 構 築 物 39,297 リ ー ス 債 務 426
機械・運搬具・工具器具備品 11,207 繰 延 税 金 負 債 710
土 地 13,197 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 192
リ ー ス 資 産 1,296 退 職 給 付 に 係 る 負 債 6,135
建 設 仮 勘 定 200 そ の 他 144
減 価 償 却 累 計 額 △33,690

負 債 合 計 46,605

無 形 固 定 資 産 1,933 純資産の部
株 主 資 本 201,848

投 資 そ の 他 の 資 産 102,184 資 本 金 3,481
投 資 有 価 証 券 92,211 資 本 剰 余 金 25
長 期 貸 付 金 5,631 利 益 剰 余 金 202,310
繰 延 税 金 資 産 40 自 己 株 式 △3,969
退 職 給 付 に 係 る 資 産 55 その他の包括利益累計額 12,997
そ の 他 4,372 その他有価証券評価差額金 11,658
貸 倒 引 当 金 △126 為 替 換 算 調 整 勘 定 △4

退職給付に係る調整累計額 1,344
新 株 予 約 権 212
非 支 配 株 主 持 分 1,954
純 資 産 合 計 217,013

資 産 合 計 263,618 負 債 純 資 産 合 計 263,618
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連 結 損 益 計 算 書
(自 平成
至 平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

単位：百万円（未満切捨）
科 目 金 額

売 上 高
完 成 工 事 高 137,334
そ の 他 の 事 業 売 上 高 10,601 147,935

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 117,080
そ の 他 の 事 業 売 上 原 価 9,476 126,556

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 20,253
そ の 他 の 事 業 総 利 益 1,125 21,379

販売費及び一般管理費 11,703
営 業 利 益 9,675

営 業 外 収 益
受 取 利 息 714
受 取 配 当 金 498
物 品 売 却 益 279
そ の 他 793 2,285

営 業 外 費 用
支 払 利 息 0
売 上 割 引 14
自 己 株 式 取 得 費 用 43
災 害 事 故 関 係 費 9
工 具 器 具 等 処 分 損 1
支 払 手 数 料 11
そ の 他 9 90
経 常 利 益 11,871

特 別 利 益
固 定 資 産 処 分 益 1,027
投 資 有 価 証 券 売 却 益 632 1,659

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 73
投 資 有 価 証 券 評 価 損 1
投 資 有 価 証 券 売 却 損 201
そ の 他 8 285
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 13,246
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,587
法 人 税 等 調 整 額 242 3,829
当 期 純 利 益 9,416
非支配株主に帰属する当期純利益 142
親会社株主に帰属する当期純利益 9,273
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連結株主資本等変動計算書
(自 平成
至 平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

単位：百万円（未満切捨）
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
当 期 首 残 高 3,481 189 208,988 △10,773 201,885
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △4,494 △4,494
親会社株主に帰属する当期純利益 9,273 9,273
自 己 株 式 の 取 得 △5,526 △5,526
自 己 株 式 の 処 分 160 548 709
自 己 株 式 の 消 却 △325 △11,457 11,782 ―
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 ― △164 △6,677 6,804 △36
当 期 末 残 高 3,481 25 202,310 △3,969 201,848
　

その他の包括利益累計額
新株予約権 非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る
調整累計額

その他の包括利益
累計額合計

当 期 首 残 高 10,680 3 492 11,176 168 1,827 215,058
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △4,494
親会社株主に帰属する当期純利益 9,273
自 己 株 式 の 取 得 △5,526
自 己 株 式 の 処 分 709
自 己 株 式 の 消 却 ―
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 977 △8 852 1,821 44 126 1,991

当 期 変 動 額 合 計 977 △8 852 1,821 44 126 1,954
当 期 末 残 高 11,658 △4 1,344 12,997 212 1,954 217,013
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貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

単位：百万円（未満切捨）
資産の部 負債の部

流 動 資 産 117,188 流 動 負 債 31,178
現 金 預 金 13,706 支 払 手 形 81
受 取 手 形 5,299 工 事 未 払 金 21,259
電 子 記 録 債 権 3,915 リ ー ス 債 務 834
完 成 工 事 未 収 入 金 31,181 未 払 金 2,193
有 価 証 券 50,937 未 払 費 用 952
未 成 工 事 支 出 金 6,061 未 払 法 人 税 等 2,665
材 料 貯 蔵 品 609 未 成 工 事 受 入 金 2,682
短 期 貸 付 金 1,570 預 り 金 165
前 払 費 用 20 前 受 収 益 16
繰 延 税 金 資 産 1,464 完 成 工 事 補 償 引 当 金 40
そ の 他 2,433 工 事 損 失 引 当 金 244
貸 倒 引 当 金 △13 そ の 他 41

固 定 資 産 135,294 固 定 負 債 11,180
有 形 固 定 資 産 30,015 長 期 借 入 金 561
建 物 ・ 構 築 物 13,997 リ ー ス 債 務 2,083
機 械 ・ 運 搬 具 225 繰 延 税 金 負 債 400
工 具 器 具 ・ 備 品 647 退 職 給 付 引 当 金 8,014
土 地 12,313 そ の 他 121
リ ー ス 資 産 2,690
建 設 仮 勘 定 140 負 債 合 計 42,358

純資産の部無 形 固 定 資 産 1,004
ソ フ ト ウ エ ア 949 株 主 資 本 198,307
リ ー ス 資 産 3 資 本 金 3,481
そ の 他 50 資 本 剰 余 金 25

資 本 準 備 金 25
投 資 そ の 他 の 資 産 104,274 利 益 剰 余 金 198,769
投 資 有 価 証 券 89,527 利 益 準 備 金 870
関 係 会 社 株 式 4,360 そ の 他 利 益 剰 余 金 197,899
関 係 会 社 社 債 526 特 別 償 却 準 備 金 4
その他の関係会社有価証券 267 固定資産圧縮積立金 2,681
長 期 貸 付 金 5,681 別 途 積 立 金 173,400
破 産 更 生 債 権 等 10 繰 越 利 益 剰 余 金 21,813
長 期 前 払 費 用 199 自 己 株 式 △3,969
保 険 積 立 金 1,563 評 価 ・ 換 算 差 額 等 11,603
そ の 他 2,277 その他有価証券評価差額金 11,603
貸 倒 引 当 金 △138 新 株 予 約 権 212

純 資 産 合 計 210,123
資 産 合 計 252,482 負 債 純 資 産 合 計 252,482
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損 益 計 算 書
(自 平成
至 平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

単位：百万円（未満切捨）
科 目 金 額

売 上 高
完 成 工 事 高 132,512

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価 114,718

売 上 総 利 益
完 成 工 事 総 利 益 17,793

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 8,862
営 業 利 益 8,931

営 業 外 収 益
受 取 利 息 配 当 金 1,257
保 険 配 当 金 223
物 品 売 却 益 279
そ の 他 458 2,219

営 業 外 費 用
売 上 割 引 13
自 己 株 式 取 得 費 用 43
災 害 事 故 関 係 費 7
工 具 器 具 等 処 分 損 0
そ の 他 5 70
経 常 利 益 11,079

特 別 利 益
固 定 資 産 処 分 益 1,027
投 資 有 価 証 券 売 却 益 632 1,660

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損 68
投 資 有 価 証 券 売 却 損 201
投 資 有 価 証 券 評 価 損 1
そ の 他 2 274
税 引 前 当 期 純 利 益 12,465
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 3,140
法 人 税 等 調 整 額 319 3,459
当 期 純 利 益 9,005
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株主資本等変動計算書
(自 平成
至 平成

28
29
年
年
４
３
月
月
１
31
日
日)

単位：百万円（未満切捨）
株主資本

資本金
資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

その他
資本
剰余金

利益
準備金

その他利益剰余金
特別償却
準備金

固定資産
圧縮積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 3,481 25 164 870 5 2,139 173,400 29,299
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △4,494
特別償却準備金の取崩 △1 1
固定資産圧縮積立金の積立 571 △571
固定資産圧縮積立金の取崩 △29 29
当 期 純 利 益 9,005
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分 160
自 己 株 式 の 消 却 △325 △11,457
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）
当 期 変 動 額 合 計 ― ― △164 ― △1 542 ― △7,486
当 期 末 残 高 3,481 25 ― 870 4 2,681 173,400 21,813
　

株主資本 評価・換算差額等
新株予約権 純資産合計自己株式 株主資本合計 その他有価証券

評価差額金
当 期 首 残 高 △10,773 198,612 10,636 168 209,417
当 期 変 動 額
剰 余 金 の 配 当 △4,494 △4,494
特別償却準備金の取崩 ― ―
固定資産圧縮積立金の積立 ― ―
固定資産圧縮積立金の取崩 ― ―
当 期 純 利 益 9,005 9,005
自 己 株 式 の 取 得 △5,526 △5,526 △5,526
自 己 株 式 の 処 分 548 709 709
自 己 株 式 の 消 却 11,782 ― ―
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 966 44 1,010

当 期 変 動 額 合 計 6,804 △305 966 44 705
当 期 末 残 高 △3,969 198,307 11,603 212 210,123
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　連結計算書類の会計監査人の監査報告書謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成29年５月10日

株式会社 中 電 工
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 トーマツ
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 松嶋 敦㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 中原 晃生㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社中電工の平成28年４月１日から平成29
年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資
本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作
成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して
監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監
査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に
基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算
書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及び
その適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、株式会社中電工及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の
状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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　会計監査人の監査報告書謄本
　

独立監査人の監査報告書
平成29年５月10日

株式会社 中 電 工
取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人 トーマツ
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 松嶋 敦㊞
指定有限責任社員
業務執行社員 公認会計士 中原 晃生㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社中電工の平成28年４月１日から平
成29年３月31日までの第101期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及びそ
の附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計
算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用
することが含まれる。
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその附属明細
書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の
基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示
がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施すること
を求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が
実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重
要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手
続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要
な点において適正に表示しているものと認める。
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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　監査役会の監査報告書謄本
　

監 査 報 告 書

当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第101期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監
査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役および監査役会の監査の方法およびその内容
（1）監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況および結果について報告
を受けるほか、取締役等および会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて
説明を求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査規程に則り、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内
部監査部門である考査部その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集および監査の環境の整備に努
めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。
① 取締役会その他重要な会議に出席し、取締役および使用人等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本店および主要な事業場等において
業務および財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役および監査役
等と意思疎通および情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
② 事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社およびその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものと
して会社法施行規則第100条第１項および第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容お
よび当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役および使用人等か
らその構築および運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明い
たしました。
③ 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視および検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告およびその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書および個別注記表）およびその附属明細書ならびに連結計算書類
（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書および連結注記表）について検討いたし
ました。
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２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
① 事業報告およびその附属明細書は、法令および定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。
② 取締役の職務の執行に関する不正の行為または法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められ
ません。
③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容および取締役の職務の執行についても、
指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類およびその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任監査法人ト－マツの監査の方法および結果は相当であると認めます。

（3）連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任監査法人ト－マツの監査の方法および結果は相当であると認めます。

平成29年５月11日

株式会社 中電工 監査役会
常任監査役（常勤） 四方田 茂㊞
監査役（常勤） 廣田 充㊞
監査役（社外監査役） 椎木 タカ㊞
監査役（社外監査役） 川平 伴勅㊞
監査役（社外監査役） 松村 秀雄㊞

　

以 上
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〈ご参考〉１株当たり年間配当額の推移 （単位：円）
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株主総会参考書類
　
議案および参考事項
　
第１号議案 剰余金の処分の件

　

当社は、以下の「資本政策の基本的な方針」に基づき、持続的・安定的なより高水準の配当を
行うことを重視し、ＤＯＥ（連結株主資本配当率）２％を目処に配当を行う配当方針としており
ます。
　

【資本政策の基本的な方針】
当社は、通常の運転資金と突発的なリスクへの対応を考慮したうえで、持続的な成長のた
めの投資に内部資金を活用するとともに、業績や経営環境等を総合的に勘案し、株主還元を
充実していくことにより、中長期的な企業価値の向上を目指す。
① 持続的な成長のための投資

事業の拡大、人材育成・研究開発強化等、将来の成長に繋がる投資に内部資金を有効活
用する。

② 株主還元の充実
業績等を踏まえつつ、持続的・安定的な配当を行う。
また、経営環境等を総合的に勘案したうえで、必要に応じて自己株式取得を実施する。

　
これにより、第101期（平成28年度）の期末配当につきましては、以下のとおりとさせてい
ただきたいと存じます。
　

１ 配当財産の種類
金銭

２
配当財産の割当てに関する事項
およびその総額
当社普通株式１株につき金36円
総額 2,020,082,652円

３ 剰余金の配当が効力を生じる日
平成29年６月28日
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第２号議案 取締役11名選任の件
　

取締役全員（12名）は、本総会終結の時をもって任期が満了となります。取締役会のより一
層の機動的な運営と効率化・活性化を図るため１名減員し、取締役11名をご選任願いたいと存
じます。
取締役候補者は、以下のとおりであります。

　

候補者番号 氏 名 当社における現在の地位および担当

１ じんで とおる
神出 亨 再 任 代表取締役会長

２ おばた ひろふみ
小畑 博文 再 任 代表取締役社長

３ うね ゆ き お
畝 由紀男 再 任

代表取締役 副社長執行役員
業務全般 考査部担当 兼 安全衛生品質環境部担当 兼
資材部担当 兼 東京本部管掌

４ くにき つねひさ
國木 恒久 再 任 取締役 専務執行役員

企画本部長

５ いとう きよひこ
伊藤 聖彦 再 任 取締役 常務執行役員

営業本部長

６ つつみ たかのぶ
堤 孝信 再 任 取締役 常務執行役員

技術本部副本部長 兼 技術本部電気技術部長

７ おがた ひでふみ
緒方 秀文 再 任 取締役 常務執行役員

業務本部長

８ くまさき むらお
熊崎 村夫 再 任 取締役 常務執行役員

広島統括支社長

９ みたて かずゆき
見立 和幸 再 任 社 外 独 立 取締役（社外取締役）

10 やまだ まさし
山田 昌志 新 任

11 つる まもる
鶴 衛 新 任 社 外 独 立
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１ じんで とおる

神出 亨 （昭和21年３月27日生）
再 任

　
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
平成20年２月 中国電力株式会社 代表取締役副社長 コンプライアンス推進部門長

グループ経営推進部門長
平成20年６月 同社 代表取締役副社長 コンプライアンス推進部門長
平成23年６月 当社 代表取締役社長
平成26年６月 当社 代表取締役会長

現在に至る
重要な兼職の状況：株式会社広島ホームテレビ 取締役

公益財団法人広島県体育協会 会長

所有する当社株式の数
26,800株

　
取締役候補者とした理由
　当社の最高経営責任者として会社の業務を総理するとともに、経営陣トップとしての豊富な経験と幅広い
見識に基づき、強いリーダーシップを発揮しております。また、株主総会および取締役会の議長を務めるな
ど、業務執行を監視・監督する役割を適切に果たしており、引き続き取締役候補者としたものであります。

２ おばた ひろふみ

小畑 博文 （昭和25年12月29日生）
再 任

　
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
平成20年６月 中国電力株式会社 常務取締役 経営企画部門長
平成20年６月 当社 監査役

（平成23年６月 退任）
平成22年６月 中国電力株式会社 常務取締役 グループ経営推進部門長
平成23年６月 同社 代表取締役副社長 販売事業本部長
平成24年６月 同社 代表取締役副社長 お客さまサービス本部長
平成26年６月 当社 代表取締役社長

現在に至る
重要な兼職の状況：一般社団法人広島電業協会 会長

所有する当社株式の数
4,500株

　

取締役候補者とした理由
　当社の最高執行責任者として、重要な業務執行の決定など、会社業務の執行を統括しております。経営者
として豊富な経験と実績を有しており、重要な方針の決定や業務の遂行に強いリーダーシップと判断力を発
揮するとともに、重要な業務執行の決定および監視・監督の役割を適切に果たしており、引き続き取締役候
補者としたものであります。
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３ うね ゆ き お

畝 由紀男 （昭和26年８月31日生）
再 任

　
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
昭和49年４月 当社入社
平成23年６月 当社 取締役 兼 執行役員 技術本部長 兼 人材開発担当
平成24年６月 当社 常務取締役 兼 執行役員 営業本部長 兼

営業本部海外事業部長 兼 人材開発担当
平成26年６月 当社 代表取締役専務 兼 執行役員 業務全般 営業本部長 兼

人材開発担当
平成28年６月 当社 代表取締役 副社長執行役員 業務全般 考査部担当 兼

安全衛生品質環境部担当 兼 資材部担当 兼 東京本部管掌
現在に至る

重要な兼職の状況：株式会社サンフレッチェ広島 取締役

所有する当社株式の数
6,900株

　

取締役候補者とした理由
　当社の事業場長や技術部門・営業部門の要職を歴任し、各分野において豊富な経験と幅広い見識を有して
おります。また、取締役として、重要な業務執行の決定および監視・監督の役割を適切に果たしており、引
き続き取締役候補者としたものであります。

４ くにき つねひさ

國木 恒久 （昭和30年４月26日生）
再 任

　
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
昭和54年４月 当社入社
平成23年６月 当社 取締役 兼 執行役員 総務部長 兼 秘書担当 兼 人事担当 兼

労務担当
平成26年６月 当社 常務取締役 兼 執行役員 経営企画室長
平成26年７月 当社 常務取締役 兼 執行役員 経営企画室長 兼 事業創出担当
平成28年６月 当社 取締役 専務執行役員 企画本部長

現在に至る
重要な兼職の状況：株式会社広島エレテック 監査役

株式会社山口エレテック 監査役

所有する当社株式の数
4,200株

　

取締役候補者とした理由
　当社の事業場長や総務・人事・営業・経営企画部門等の業務に携わり、現在企画部門の総責任者として、
部門方針を策定し目標の達成に向け業務執行を統括しております。また、取締役として、重要な業務執行の
決定および監視・監督の役割を適切に果たしており、引き続き取締役候補者としたものであります。
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５ いとう きよひこ

伊藤 聖彦 （昭和27年５月10日生）
再 任

　
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
昭和46年４月 当社入社
平成23年６月 当社 執行役員 営業本部副本部長 兼

営業本部ソリューション営業部長
平成24年６月 当社 執行役員 営業本部副本部長 兼 営業本部営業企画部長
平成26年６月 当社 取締役 兼 執行役員 営業本部副本部長 兼

営業本部ソリューション営業部長
平成28年６月 当社 取締役 常務執行役員 営業本部長

現在に至る
重要な兼職の状況：株式会社イーペック広島 監査役

所有する当社株式の数
5,000株

　

取締役候補者とした理由
　当社の営業、設計、経営企画部門等において豊富な経験と実績を有しており、現在営業部門の総責任者と
して、部門方針を策定し目標の達成に向け業務執行を統括しております。また、取締役として、重要な業務
執行の決定および監視・監督の役割を適切に果たしており、引き続き取締役候補者としたものであります。

６ つつみ たかのぶ

堤 孝信 （昭和27年12月17日生）
再 任

　
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
昭和50年４月 当社入社
平成21年７月 当社 広島東部支社長
平成24年６月 当社 執行役員 技術本部副本部長 兼 技術本部電気技術部長
平成26年６月 当社 取締役 兼 執行役員 技術本部副本部長 兼

技術本部電気技術部長
平成28年６月 当社 取締役 常務執行役員 技術本部副本部長 兼

技術本部電気技術部長
現在に至る

重要な兼職の状況：株式会社中電工テクノ 監査役

所有する当社株式の数
3,000株

　

取締役候補者とした理由
　当社の技術部門において、部門方針・目標の策定や施策の推進等に携わるとともに、事業場長を務めるな
ど豊富な経験と実績を有しております。また、取締役として、重要な業務執行の決定および監視・監督の役
割を適切に果たしており、引き続き取締役候補者としたものであります。
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７ おがた ひでふみ

緒方 秀文 （昭和32年５月21日生）
再 任

　
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
昭和56年４月 当社入社
平成23年６月 当社 秘書室長 兼 人事部長
平成25年６月 当社 執行役員 秘書室長 兼 人事部長
平成26年６月 当社 取締役 兼 執行役員 秘書室長 兼 総務部長 兼 人事担当
平成28年６月 当社 取締役 常務執行役員 業務本部長

現在に至る
重要な兼職の状況：株式会社島根エレテック 監査役

株式会社鳥取エレテック 監査役
早水電機工業株式会社 監査役
株式会社中電工ワールドファーム 取締役

所有する当社株式の数
1,800株

　

取締役候補者とした理由
　当社の総務・人事・営業部門等の業務に携わり、現在業務部門の総責任者として、部門方針を策定し目標
の達成に向け業務執行を統括しております。また、取締役として、重要な業務執行の決定および監視・監督
の役割を適切に果たしており、引き続き取締役候補者としたものであります。
　

８ くまさき むらお

熊崎 村夫 （昭和27年10月４日生）
再 任

　
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
昭和46年４月 当社入社
平成20年７月 当社 出雲支社長
平成22年６月 当社 執行役員 島根統括支社長
平成24年６月 当社 執行役員 山口統括支社長
平成27年６月 当社 取締役 兼 執行役員 広島統括支社長
平成28年６月 当社 取締役 常務執行役員 広島統括支社長

現在に至る

所有する当社株式の数
900株

　

取締役候補者とした理由
　中国地方の各地域で事業場長を務めており、担当地域の総責任者として豊富な経験と実績を兼ね備えてお
ります。また、取締役として、重要な業務執行の決定および監視・監督の役割を適切に果たしており、引き
続き取締役候補者としたものであります。

宝印刷株式会社 2017年05月22日 11時21分 $FOLDER; 41ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



41

９ みたて かずゆき

見立 和幸 （昭和27年３月12日生）
再 任 社 外 独 立

　
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
平成13年３月 マツダ株式会社 商品企画ビジネス戦略本部副本部長
平成15年10月 同社 広報渉外本部副本部長
平成17年５月 同社 広報渉外本部長
平成20年５月 同社 広報本部長
平成22年６月 同社 監査役

（平成26年６月 退任）
平成28年６月 当社 取締役

現在に至る

所有する当社株式の数
100株
社外取締役在任年数
1年
（本総会終結の時）
第101期（平成28年
度）の取締役会への出
席状況（就任以降）
10回／10回

　

社外取締役候補者とした理由
　マツダ株式会社の広報部門においてマネージメントに携わるなど豊富な経験と、同社で監査役を務めたこ
とによる高い見識をもとに、独立、公正な立場から取締役会において積極的にご発言いただき、業務執行を
監視・監督する役割を適切に果たしており、引き続き社外取締役候補者としたものであります。
独立性に関する考え方
　同氏は当社の「独立性判断基準」を満たしており、独立性があるものと判断しております。
　同氏は、平成22年６月までマツダ株式会社の業務執行者でした。当社とマツダ株式会社との間に設備工事
等の取引関係がありますが、直近４事業年度における年間平均取引額は、当該期間における当社の年間平均
連結売上高の１％未満と少額であります。

　

10 やまだ まさし

山田 昌志 （昭和35年１月５日生）
新 任

　
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
平成20年６月 中国電力株式会社 販売事業本部三次営業所長
平成22年２月 同社 販売事業本部マネージャー（配電総括担当）
平成22年６月 同社 販売事業本部付 当社へ出向

当社 電力本部副本部長 兼 電力本部配電部長
平成23年６月 当社 執行役員 電力本部副本部長 兼 電力本部配電部長
平成24年６月 中国電力株式会社 お客さまサービス本部 部長（配電安全品質）
平成28年６月 同社 お客さまサービス本部 部長（配電）

現在に至る

所有する当社株式の数
0株

　

取締役候補者とした理由
　中国電力株式会社においてお客さまサービス部門や、当社の配電部門に携わる等、豊富な経験と実績を有
しており、取締役として重要な業務執行の決定および監視・監督の役割を果たすことができるものと判断
し、新たに取締役候補者としたものであります。
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11 つる まもる

鶴 衛 （昭和32年11月11日生）
新 任 社 外 独 立

　
略歴、地位、担当および重要な兼職の状況
昭和63年５月 学校法人鶴学園 理事

同学園 評議員
現在に至る

昭和63年９月 同学園 常務理事
平成３年１月 同学園 副理事長
平成11年４月 同学園 副理事長 兼 副総長
平成14年４月 同学園 理事長
平成18年７月 同学園 理事長 兼 総長
平成23年４月 同学園 理事長 兼 総長 兼 広島工業大学学長

現在に至る
重要な兼職の状況：学校法人鶴学園 理事長 兼 総長 兼 広島工業大学学長

公益財団法人ヒロシマ・ピース・センター 理事長
一般財団法人広島地球環境情報センター 理事長

所有する当社株式の数
0株

　

　

社外取締役候補者とした理由
　これまで、直接会社経営に関与したことはありませんが、学校経営者としての豊富な経験と幅広い見識を
活かし、当社の業務執行と離れた客観的な第三者の立場から取締役会の意思決定の妥当性・適正性を確保す
るための意見をいただくことを期待し、新たに社外取締役候補者としたものであります。
独立性に関する考え方
　同氏は当社の「独立性判断基準」を満たしており、独立性があるものと判断しております。
　同氏は、学校法人鶴学園の理事長兼総長兼広島工業大学学長であります。当社と学校法人鶴学園との間に
設備工事等の取引関係がありますが、直近４事業年度における年間平均取引額は、当該期間における当社の
年間平均連結売上高の１％未満と少額であります。
　同氏は、公益財団法人ヒロシマ・ピース・センター理事長および一般財団法人広島地球環境情報センター
理事長であります。当社と公益財団法人ヒロシマ・ピース・センターおよび一般財団法人広島地球環境情報
センターとの間には取引関係がありません。
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（注）1. 各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
2. 取締役候補者の所有する当社株式の数は、平成29年３月31日現在の状況を記載しております。
3. 見立和幸および鶴衛の両氏は、社外取締役候補者であります。
4. 社外取締役候補者に関する事項
① 責任限定契約の締結
現在、当社は社外取締役である見立和幸氏との間で責任限定契約を締結しており、同氏の選任が承認された場合、
当該契約を継続する予定であります。また、社外取締役候補者である鶴衛氏の選任が承認された場合、同様の責任限
定契約を締結する予定であります。
　なお、当該契約に基づく賠償責任限度額は、報酬等の額の事業年度ごとの合計額のうち最も高い額に２を乗じた額
であります。
② 独立性判断基準
当社は、会社法に定める社外取締役または社外監査役の要件、および東京証券取引所の上場規程に基づく独立性基
準を満たすことを、当社の独立性判断基準としております。
③ 独立役員の届出
当社は、見立和幸および鶴衛の両氏を株式会社東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ております。

宝印刷株式会社 2017年05月22日 11時21分 $FOLDER; 44ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



告
報
業
事

類
書
算
計
結
連

類
書
算
計

書
告
報
査
監

類
書
考
参
会
総
主
株

知
通
ご
集
招

44

第３号議案 取締役（社外取締役を除く）の業績連動型報酬の改定の件
　
　当社役員の報酬制度は、平成24年６月27日開催の第96回定時株主総会でご承認いただき、そ
の構成を、取締役（社外取締役を除く）について確定金額報酬、業績連動型報酬および株式報酬
型ストックオプションとし、社外取締役および監査役について確定金額報酬のみとしておりま
す。
　このうち、取締役（社外取締役を除く）の業績連動型報酬は以下の表１の報酬額表により支給
することとしております。
　このたび、当社の利益水準や利益目標等を勘案し、報酬額に対する連結営業利益水準をこれま
でより高く設定するとともに、業績向上への一層のインセンティブを付与することを目的とし
て、取締役（社外取締役を除く）の業績連動型報酬を以下の表２の報酬額表のとおり改定いたし
たいと存じます。
　改定後の報酬額表は第101期（平成28年度）より適用し、対象となる取締役の員数は10名で
あります。
　また、その具体的金額、支給の時期、方法等は、これまでと同様、取締役会にご一任願いたい
と存じます。

（表１）現行の報酬額表 （表２）改定後の報酬額表
連結営業利益水準 報酬額 連結営業利益水準 報酬額

50億円以上 190百万円以内 120億円以上 230百万円以内
40億円以上 ～ 50億円未満 155百万円以内 80億円以上 ～ 120億円未満 190百万円以内
30億円以上 ～ 40億円未満 125百万円以内 60億円以上 ～ 80億円未満 155百万円以内
20億円以上 ～ 30億円未満 100百万円以内 40億円以上 ～ 60億円未満 125百万円以内
10億円以上 ～ 20億円未満 80百万円以内 20億円以上 ～ 40億円未満 80百万円以内
5億円以上 ～ 10億円未満 65百万円以内 10億円以上 ～ 20億円未満 40百万円以内

5億円未満 0 10億円未満 0

（ご参考）
　当社役員報酬制度の内容は、本招集ご通知17頁「４．会社役員に関する事項（3）当期に係
る取締役および監査役の報酬等の総額（注）３」に記載しております。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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　株 主 総 会 会 場 ご 案 内

会 場
当社本店11階大会議室
広島市中区小網町６番12号（平和大通り電気ビル）
☎（082）291－7411（代表）

交 通 広電電車「土橋」または
「小網町」停留場下車

　

　
お願い：駐車場の準備はいたしておりませんので、ご了承のほどお願い申しあげます。

見やすく読みまちがえにくいユニバーサル
デザインフォントを採用しています。

環境に配慮した植物油インキを
使用しています。
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